（R07　夏　府高教　専門部【臨時教職員部】）　
項目１➀
〇　臨時的任用職員の処遇については、「初期んの給与に関する条条例」等の規定に基づき、措置してきた。
項目１⑥
〇　諸手当等の事務手続については、SSC（総務サービスシステム）のマニュアル・規程集・データ集に「臨時的任用職員等SSCマニュアル」を２種類（大阪府で臨時的任用職員等の経歴のある方用、初めて臨時的任用職員等になられた方用）掲載し、周知に努めているところ。

〇　また、操作方法についても、電話による問い合わせの窓口（SSCコールセンター）を設置し、サポートを行っているところ。
〇　今後とも事務負担の軽減になるよう、府庁全体のシステム改修の中で、SSC(総務サービスシステム)の改善にも努めてまいる。
項目１⑦
〇　「地方公務員の育児休業等に関する法律」第２条第１項及び「職員の育児休業等に関する条例」第２条の規定により、臨時的任用職員等に対し育児休業を承認することは困難である。
項目２①②
〇　期末手当の支給など、会計年度任用職員制度の移行に伴う勤務労働条件の見直しについては、皆様方との協議の上決定したところ。
〇　地方自治法の改正に伴うパートタイムの会計年度任用職員に対する勤勉手当については、令和６年度から支給している。
〇　なお、支給対象者は国の非常勤職員の取扱いや「会計年度任用職員制度の導入等に向けた事務処理マニュアル」（総務省）の内容を踏まえ、週あたり１５時間３０分以上勤務の職員としている。
〇　非常勤職員の報酬単価については、基本的に常勤職員の給与改定の状況に応じて単価を見直してきたところ。
〇　また、令和６年度については人事委員会勧告に基づく常勤職員の給与改定内容に準じ、令和６年４月１日に遡って、非常勤職員の報酬及び期末・勤勉手当を引き上げ支給している。
項目３①
〇　非常勤講師の報酬は「非常勤講師の報酬支給要領」に基づき、授業１時間について定めた額を、授業を実施した実績に応じて支給している。
〇　また、報酬単価については、基本的に常勤職員の給与改定の状況に応じて改定してきたところ。
〇　非常勤講師の報酬及び支給方法の見直しについては、勤務実績に応じた報酬となるよう是正したものであり、ご要求に応じることは困難である。
〇　なお、臨時的任用職員の処遇については、「職員の給与に関する条例」等の規定に基づき、措置してきたところ。
〇　非常勤講師の年間時間数については、学習指導要領で年間の授業時間数の標準が３５週とされていることを踏まえ、配当を行っている。
〇　非常勤講師の勤務時間については。授業割振表に示す教科の授業時間（付属する準備や評価の時間として授業の開始時刻の前５分、終了時刻の後５分を含む）と明示しているところ。
項目３⑥
〇　会計年度任用職員の期末・勤勉手当については、国の非常勤職員の取扱いや「会計年度任用職員制度の導入等に向けた事務処理マニュアル」（総務省）の内容を踏まえ、週あたり１５時間３０分以上勤務の職員を支給対象としているところ。
項目４①
〇　外国語指導助手（ALT）については、国の非常勤職員制度や、府の常勤職員の状況を勘案し、また、府における他の非常勤職員との間に権衡を保つため、現行の休暇制度としている。
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